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ま  え   が   き  

 

 財政事情の公表は、加東市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条第１項の

規定により、年２回（上半期及び下半期）、本市の財政状況について市民の皆様に

報告するものです。今回は平成２８年度下半期（平成２８年１０月１日から平成２

９年３月３１日まで）の予算の執行状況及び財産の現状並びに平成２９年度予算の

概要等について報告いたします。 

 

   平成２９年５月３１日    

 

 

 

                   加東市長  安 田 正 義  
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　１．平成２８年度　予算執行状況
（１）一般会計 (歳入)

(単位：千円)
科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％

 市　　　　　税 6,611,758 6,416,368 97.0
 地 方 譲 与 税 165,000 172,673 104.7
 利 子 割 交 付 金 6,000 6,798 113.3
 配 当 割 交 付 金 20,000 27,124 135.6
 株式等譲渡所得割交付金 14,000 17,006 121.5
 地方消費税交付金 688,000 708,570 103.0
 ゴルフ場利用税交付金 328,000 330,900 100.9
 自動車取得税交付金 39,000 49,531 127.0
 基 地 交 付 金※ 11,691 11,691 100.0
 地方特例交付金 24,208 24,208 100.0
 地 方 交 付 税 3,929,917 4,046,658 103.0
 交通安全対策特別交付金 7,000 6,396 91.4
 分担金及び負担金 122,478 112,419 91.8
 使用料及び手数料 298,522 293,753 98.4
 国 庫 支 出 金 2,018,147 1,815,637 90.0
 県  支  出  金 1,340,689 919,262 68.6
 財  産  収  入 74,082 69,186 93.4
 寄　　附　　金 12,400 14,832 119.6
 繰    入    金 620,688 13,210 2.1
 繰    越    金 399,073 399,073 100.0
 諸    収    入 446,448 329,071 73.7
 市　　　　　債 4,027,600 0 0.0

合　　　　　　　　計 21,204,701 15,784,367 74.4
注）収入済額（支出済額）は、表示単位以下を四捨五入しているため、合計と一致しないこ
とがあります（他会計も同じ）。
※「基地交付金」は「国有提供施設等所在市町村助成交付金」の略称
※収入済額（支出済額）及び予算比率には、出納整理期間中（４月及び５月）の収入（支出）
は含みません（以下同じ）。なお、平成２８年度一般会計の歳入決算見込額（現年）は、収
入済額合計19,300,519千円、予算比率91.0%です。
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一般会計 (歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 議　会　費 161,161 158,870 98.6
 総　務　費 2,384,970 1,810,841 75.9
 民　生　費 5,714,188 5,232,632 91.6
 衛　生　費 1,913,909 1,743,783 91.1
 労　働　費 63,920 63,920 100.0
 農林水産業費 741,004 571,947 77.2
 商　工　費 650,093 295,056 45.4
 土　木　費 2,749,407 2,148,299 78.1
 消　防　費 2,956,218 1,030,379 34.9
 教　育　費 2,016,459 1,812,831 89.9
 災害復旧費 43,674 6,693 15.3
 公　債　費 1,765,812 1,765,333 100.0
 予　備　費 43,886 0 0.0

合　　　　　　　　計 21,204,701 16,640,584 78.5
※平成２８年度一般会計の歳出決算見込額（現年）は、支出済額合計19,081,353千円、
予算比率90.0%です。
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一般会計 繰越明許費　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 分担金及び負担金 5,214 663 12.7
 国庫支出金 287,949 202,604 70.4
 県支出金 54,928 14,875 27.1
 繰 越 金 75,040 75,040 100.0
 市　  債 158,600 90,500 57.1

合　　　　　　　　計 581,731 383,682 66.0
※平成２８年度一般会計の歳入決算見込額（繰越明許費）は、収入済額合計559,933千円、
予算比率96.3%です。

一般会計 繰越明許費　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　務　費 142,994 12,626 8.8
 民　生　費 130,972 97,657 74.6
 農林水産業費 73,308 23,306 31.8
 土　木　費 109,129 8,935 8.2
 教　育　費 108,057 88,484 81.9
 災害復旧費 17,271 15,538 90.0

合　　　　　　　　計 581,731 246,547 42.4
※平成２８年度一般会計の歳出決算見込額（繰越明許費）は、支出済額合計490,001千円、
予算比率84.2%です。
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（２）国民健康保険特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 国民健康保険税 838,491 843,148 100.6
 一 部 負 担 金 4 0 0.0
 使用料及び手数料 550 609 110.7
 国 庫 支 出 金 801,568 697,405 87.0
 県　支　出　金 222,560 216,819 97.4
 療養給付費等交付金 128,459 118,515 92.3
 前期高齢者交付金 1,061,320 972,790 91.7
 共同事業交付金 1,061,225 1,061,225 100.0
 財　産　収　入 341 339 99.4
 繰　　入　　金 389,807 331,144 85.0
 繰　　越　　金 40,247 40,247 100.0
 諸　　収　　入 14,751 18,227 123.6

合　　　　　　　　計 4,559,323 4,300,467 94.3
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国民健康保険特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　　務　　費 65,079 58,044 89.2
 保 険 給 付 費 2,761,626 2,612,200 94.6
 後期高齢者支援金等 450,629 450,628 100.0
 前期高齢者納付金等 330 329 99.7
 老人保健拠出金 15 14 93.3
 介 護 納 付 金 172,156 172,155 100.0
 共同事業拠出金 1,031,966 1,012,294 98.1
 保 健 事 業 費 21,839 16,650 76.2
 基 金 積 立 金 341 339 99.4
 公　　債　　費 550 14 2.5
 諸　支　出　金 23,945 21,527 89.9
 予　　備　　費 30,847 0 0.0

合　　　　　　　　計 4,559,323 4,344,194 95.3

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000

総 務 費

保 険 給 付 費

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老人保健拠出金

介 護 納 付 金

共同事業拠出金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

単位：千円

予 算 額 支出済額

- 5 -



(３) 後期高齢者医療特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 後期高齢者医療保険料 328,902 312,181 94.9
 繰　　入　　金 97,821 97,821 100.0
 繰　　越　　金 10,639 10,638 100.0
 諸　　収　　入 741 13 1.8

合　　　　　　　　計 438,103 420,653 96.0

後期高齢者医療特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 後期高齢者医療広域連合納付金 437,363 335,997 76.8
 諸　支　出　金 740 664 89.7

合　　　　　　　　計 438,103 336,661 76.8
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（４）介護保険保険事業特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 保　　険　　料 667,582 685,004 102.6
 分担金及び負担金 30 0 0.0
 使用料及び手数料 50 88 176.0
 国 庫 支 出 金 757,096 731,760 96.7
 県　支　出　金 454,908 445,833 98.0
 支払基金交付金 864,091 748,325 86.6
 財　産　収　入 304 221 72.7
 繰　　入　　金 505,497 505,106 99.9
 繰　　越　　金 49,546 49,546 100.0
 諸　　収　　入 8,071 6,780 84.0

合　　　　　　　　計 3,307,175 3,172,663 95.9

介護保険保険事業特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　　務　　費 104,612 91,448 87.4
 保 険 給 付 費 3,050,607 2,662,463 87.3
 財政安定化基金拠出金 1 0 0.0
 地域支援事業費 96,313 76,950 79.9
 基 金 積 立 金 305 221 72.5
 諸　支　出　金 54,337 51,253 94.3
 予　　備　　費 1,000 0 0.0

合　　　　　　　　計 3,307,175 2,822,336 85.3

0 500,000 1,000,000

保 険 料

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

支払基金交付金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

単位：千円予算額 収入済額

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000 3,500,000

総 務 費

保 険 給 付 費

財政安定化基金拠出金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

単位：千円予算額 支出済額

- 7 -



（５）介護保険サービス事業特別会計　(歳入)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 収入済額 予算比率％
 サービス収入 245,771 209,132 85.1
 療 養 費 収 入 1 0 0.0
 使用料及び手数料 86 102 118.6
 寄　　附　　金 1 0 0.0
 繰　　入　　金 114,800 114,800 100.0
 繰　　越　　金 95 96 101.1
 諸　　収　　入 28,357 24,819 87.5

合　　　　　　　　計 389,111 348,948 89.7

介護保険サービス事業特別会計　(歳出)
(単位：千円)

科　　　　　　　　目 予 算 額 支出済額 予算比率％
 総　　務　　費 346,680 326,068 94.1
 公　　債　　費 41,931 41,921 100.0
 予　　備　　費 500 0 0.0

合　　　　　　　　計 389,111 367,989 94.6
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　２．市　税　の　状　況
（１）住民一人当たりの市税額

年　　　　　度 市　　税　　額 人　　口 市税額（円）
(円) (人) 人口

 平成28年度(現予算) 6,611,758,000 39,840 165,958
人口：平成28年4月1日現在

（２）平成２８年度現予算における市税の構成

科　　　　　目 金 　額　(千円) 構成比率 %
 個人市民税 1,828,600 27.7  市  民  税
 法人市民税 511,800 7.7 2,340,400 千円( 35.4 %)
 固定資産税 3,644,400 55.1  固定資産税
 交付金及び納付金※ 5,757 0.1 3,650,157 千円( 55.2 %)
 軽自動車税 119,000 1.8
 たばこ税 288,000 4.4
 鉱産税 2,800 0.0
 都市計画税 211,400 3.2
 入湯税 1 0.0

合　　　　計 6,611,758 100.0
注）構成比率は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない
ことがあります。
※「交付金及び納付金」は「国有資産等所在市町村交付金及び納付金」の略

備　　　　　　　　　考
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　３．市有財産の状況 平成２９年３月３１日現在

種別 数量・金額
土地 1,855,094㎡ 庁 舎 6,648㎡ 296,225㎡

公 営 住 宅 75,828㎡ 548,674㎡
宅 地 100,457㎡ 825,151㎡
田 畑 等 2,111㎡

建物 171,896㎡ 庁 舎 8,201㎡ 62,561㎡
公 営 住 宅 25,101㎡ 67,017㎡
建 物 9,016㎡

420,346,200円

株式 25,000,000円

貸付金 514,532,726円

基金 13,656,148,474円 現　金
　※① (11,420㎡) 債　券

現　金
現　金
債　券
現　金
現　金
債　券
現　金
現　金
債　券
現　金
現　金
債　券
現　金
土　地
現　金
現　金

　 ※①基金の運用状況を別紙掲載

地方公共団体金融機構出資金 4,800,000円

内　　　　　容
学 校
その他公共施設
山 林 等

学 校
その他公共施設

兵庫県農業信用基金協会出資金 5,590,000円
兵庫県信用保証協会出捐金 27,133,000円

（公財）暴力団追放兵庫県民センター出捐金 2,040,000円

出資金及
び出捐金

（一財）砂防フロンティア整備推進機構出捐金 90,000円
（公財）兵庫県人権啓発協会出捐金 1,100,000円

（公財）北播磨地場産業開発機構出捐金　（基本財産） 216,000円
（公財）北播磨地場産業開発機構出捐金　（基金財産） 1,440,000円
（公社）兵庫みどり公社出資金　（農村後継者育成事業） 8,760,000円
（公社）兵庫みどり公社出資金　（森林整備事業） 150,000円
（公財）兵庫県まちづくり技術センター出捐金 3,160,000円
（公財）ひょうご環境創造協会出捐金 2,140,000円
（公社）兵庫みどり公社出捐金 180,000円
（公財）兵庫県営林緑化労働基金出捐金 575,000円
（一財）兵庫県雇用開発協会出捐金 129,000円

（公財）リバーフロント研究所出捐金 1,000,000円
（公財）加東文化振興財団出捐金 360,000,000円

大阪湾広域臨海環境整備センター出資金 300,000円
職業訓練法人西脇地域職業訓練協会出捐金 1,500,000円
北はりま森林組合出資金 43,200円

西日本旅客鉄道（株）貸付金 76,800,000円
住宅改修資金貸付金 657,135円

やしろ商業開発（株） 10,000,000円
（株）夢街人とうじょう 15,000,000円

天神東掎鹿谷土地区画整理組合貸付金 110,000,000円

財政調整基金
5,489,032,415円

999,178,633円
減債基金 760,883,883円

病院事業会計貸付金 300,000,000円

1,523,799,052円
公共施設整備基金

560,000,000円

200,000,000円
やしろ鴨川の郷基金 8,316,798円

国際交流基金 90,459,074円

地域振興基金
980,000,000円
950,000,000円

住宅建設資金貸付金 27,075,591円

介護保険給付費準備基金 138,845,039円

205,674,064円

土地開発基金
336,367,397円

11,420㎡
国民健康保険財政調整基金 141,825,806円

災害対策基金
199,955,479円

地域情報化基金 458,217,593円

福祉基金
613,593,241円
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基金の運用状況
（単位 ： 円）

29年3月末現在残高 基金に占める割合（％） 28年度中（3月末）の運用収入

現  金　(預　金） 10,747,014,362 78.70 21,792,062

(2,991,434,254)

2,909,134,112 21.30 18,304,013

国債 0 0.00 0

(2,885,310,700)

2,809,134,112 20.57 15,761,000

0 0.00 0

0 0.00 0

(106,123,554)

100,000,000 0.73 2,543,013

13,656,148,474 100.00 40,096,075

注）基金に占める割合は、小数点第３位以下を四捨五入しているため、合計と一致しないことがあります。

※（　　　）内は、証券会社から提供を受けた評価・算定時価を参考価格として表示しています。

種　　別

合　　　　計

地方債

円建外債

ユーロ円債

金銭信託

債券等
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　４．借入金の状況
（１）平成２９年３月３１日現在の借入金現在高

一般会計
(単位：千円)

借　入　額 未償還元金 件数

771,500 460,075 52
1,020,600 284,676 23

7,600 4,793 2
133,800 133,800 2
993,200 272,980 25

3,160,500 714,847 54
8,689,600 6,658,954 100

856,300 835,219 10
601,600 78,276 3
144,000 114,666 6
787,600 244,954 25
274,500 14,490 5

11,028,400 8,089,172 36
13,800 4,140 1
2,200 0 1

28,485,200 17,911,042 345

全国防災事業債

緊急防災・減災事業債

臨時財政対策債

上水道事業債
減税補てん債
臨時税収補てん債

県 貸 付 金

科　　　　　　　目

一般公共事業債
公営住宅建設事業債
災害復旧事業債

教育・福祉施設等整備事業債

合併特例事業債

厚生福祉施設整備事業債

一般単独事業債（合併特例事業債を除く）

補償金免除繰上償還借換債
合　　　　　　　　計

0 5,000,000 10,000,000

一般公共事業債

公営住宅建設事業債

災害復旧事業債

全国防災事業債

教育・福祉施設等整備事業債

一般単独事業債（合併特例事業債を除く）

合併特例事業債

緊急防災・減災事業債

厚生福祉施設整備事業債

上水道事業債

減税補てん債

臨時税収補てん債

臨時財政対策債

県 貸 付 金

補償金免除繰上償還借換債

単位：千円借 入 額 未償還元金
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特別会計
(単位：千円)

借　入　額 未償還元金 件数

389,900 82,383 1
389,900 82,383 1

（２）住民一人当たりの借入金残高

（千円） （円） （人）
17,911,042 445,637

82,383 2,050
17,993,425 447,687

人口：平成29年3月31日の住民基本台帳人口

（３）一時借入金残高

（千円） （円） （人）
1,850,000 46,029

19,041 474
1,869,041 46,503

人口：平成29年3月31日の住民基本台帳人口

一般会計
特別会計

計

H28年度末
一時借入金残高

住民一人
当たりの額

人口

一般会計
特別会計 40,192

住民一人
当たりの額

人口

合　　　　　　　　計

計

40,192

H28年度末
借入金残高

科　　　　　　　目

介護保険サービス事業特別会計

0 100,000 200,000 300,000 400,000

介護保険サービス事業特別会計

単位：千円

借 入 額 未償還元金
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５．平成２９年度予算について 
 

【予算規模】 

一般会計予算  19,353,000 千円（ 対前年度比  9.1％減 ） 

 

特別会計予算   8,569,890 千円（ 対前年度比 2.9％減 ） 

 

企業会計予算   8,370,174 千円（ 対前年度比 2.4％増 ） 

 

予 算 総 額   36,293,064 千円（ 対前年度比 5.2％減 ） 

 

 

【内  訳】 

                       （ 単位：千円、％ ） 

項目 

区分 

平成２９年度

予算   Ａ

平成２８年度

予算   Ｂ

増 減 額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

伸び率 

Ｃ／Ｂ

一 般 会 計 19,353,000 21,282,000 △1,929,000 △9.1

特 

別 

会 

計 

国 民 健 康 保 険 4,809,700 4,719,806 89,894 1.9

後 期 高 齢 者 医 療 439,831 433,856 5,975 1.4

介護保険保険事業 3,320,359 3,277,285 43,074 1.3

介護保険サービス事業 0 392,949 △392,949 皆減

計 8,569,890 8,823,896 △254,006 △2.9

企

業

会

計 

病 院 事 業 2,594,224 2,238,530 355,694 15.9

水 道 事 業 2,026,037 2,006,277 19,760 1.0

下 水 道 事 業 3,749,913 3,926,091 △176,178 △4.5

計 8,370,174 8,170,898 199,276 2.4

合 計 36,293,064 38,276,794 △1,983,730 △5.2

※企業会計の予算額は、収益的支出及び資本的支出の合計額 
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予算編成の基本的な考え方 

 

 平成２９年度は、健全な財政運営を基本に、新しいステージ加東を着実に歩んでいくため、

市民との協働のもと、引き続き、 
 

（１）市民の安全・安心を最優先 

（２）まちの活力と賑わいづくりの推進  

（３）教育環境の充実  

（４）子育て支援と就労支援 

（５）人権教育及び人権啓発の推進 
 

をまちづくりの基本（重点施策）に、様々な施策に取り組みます。  
 

特に、市民の安全・安心を最優先に考え、防災・減災対策の強化に取り組むほか、障害の

ある子どもを含むすべての子どもに対し、幼児期から就労までの生涯を見通した切れ目のな

い支援を行うため、ワンストップ型の発達サポートセンターを新たに開設し、発達や障害等

に関する相談・支援の充実に取り組みます。また、東条地域小中一貫校及び新設認定こども

園の整備を着実に進めるとともに、新たに幼児教育の無償化や新生児聴覚検査費の助成、不

妊治療助成を拡充するなど 
 

「次世代を担う子どもたちのためのまちづくり」 
 

の施策に予算を重点配分し、教育環境及び幼児教育・子育て支援の充実に積極的に取り組み

ます。 

 

まちづくりの具体的な事業については、「加東市総合計画・後期基本計画」に示す７つの

政策に大別し、取り組んでいきます。 

 

< 加東市総合計画・後期基本計画に示す７つの政策 > 

 

Ⅰ 『文化』 未来を拓く人を育む 文化のまち 

 

Ⅱ 『安全』 人と自然が調和した 安全なまち 

 

Ⅲ 『安心』 健やかで心がふれあう やさしいまち 

 

Ⅳ 『活力』 魅力ある資源を活かした 誇りのもてるまち 

 

Ⅴ 『快適』 暮らしと憩いが響きあう 心地よいまち 

 

Ⅵ 『協働』 多様なきずなが織りなす 協働のまち 

 

 Ⅶ 『実現に向けて』 まちづくりの目標を支える自主自律の行政経営 
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